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Ⅰ 策定にあたって 

 

１ 策定趣旨 

 

  令和元年６月、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正により、国及び地

方公共団体が率先して障がい者を雇用する責務が明示されるとともに、厚生労

働大臣が作成する指針に即して、「障害者である職員の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関する計画（以下「障がい者活躍推進計画」という。）

を作成することとされました。 

  障がい者の活躍とは、「障がい特性や個性に応じて能力を有効に発揮できる

こと」であり、全ての障がいのある職員が活躍できるよう、全庁を挙げて取り

組んでいくことが重要です。 

  そこで、障がい者当事者の視点に立つとともに、障がい者が活躍しやすい職

場づくりや人事管理を進める等、雇用の質を確保するための取り組みを確実に

推進するため、「障がい者活躍推進計画」を策定しました。 

  本計画のもと、障がいのある職員を含む全ての職員が働きやすい職場づくり

に向けて、しっかりと取り組んでまいります。 

 

２ 策定主体及び対象者 

 

役場全体で障がい者の活躍推進に向けた取組を推進するため、町長、教育委

員会、議会、農業委員会、選挙管理員会及び監査委員の各任命権者が、それ

ぞれ任命した事務部局の職員を対象に、連名で計画を策定します。 

 

３ 計画期間 

 

  令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

  なお、計画期間内においても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、必要に

応じて計画の見直しを行います。 

 

４ 周知・公表 

 

  策定又は改定を行った計画は、町のホームページに掲載するとともに、目標

の達成に向けて、役場全体で取り組むため、全ての職員に対し分かりやすい形

で適時・適切に周知します。 

  また、数値目標の達成状況及び計画に掲げる取組の実施状況等についても、

毎年、周知・公表します。 
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Ⅱ 本町における障がい者雇用等の状況と課題 

 

１ 障がい者雇用率の状況 

 

  障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障がい

者を雇用するように努めなければならない」とされ、障がい者の雇用の場の確

保に向けて、民間企業等より高い法定雇用率が設定されています。 

  本町の、令和元年６月１日現在の任免状況通報による雇用率は、次のとおり

となっています。 

 

 

 
法定雇用率 

法定雇用障がい者数 

の算定となる職員数 
障がい者の数 実雇用率 

置戸町 ２．５％ ３人 ２人 ２．７１％ 

※町長、教育委員会、議会、農業委員会、選挙管理委員会、監査委員部局で合算 

 

 

２ 職場定着の状況 

 

  障がい者の活躍を推進していくためには、積極的に採用に取り組むととも

に、障がいのある職員が安心して働ける環境づくり等を通じて、職場定着を図

っていくことが必要です。 
 

【本町における障がいのある職員の定着の状況】 

採用１年後定着率 平均勤続年数 

１００．０％ ２２年６カ月 

                   ※令和２年３月３１日現在 

 

【（参考）民間企業等における状況】 

・民間企業等における採用１年後の障がい者の職場定着率 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

６０．８％ ６８．０％ ４９．３％ 

※平成２９年度障害者の就業状況等に関する調査研究 

 

・民間企業等における平均勤続年数 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

１０年２カ月 ７年５カ月 ３年２カ月 

※平成３０年度障害者雇用実態調査 
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３ 障がい者雇用に関する課題 

 

  本町ではこれまで、法定雇用率を上回っていることもあり、障がい者に限定

した職員募集・採用は行ってはおりません。 

障がいがある職員に対しては、個別で都度対応していることもあり、就業上

大きな問題は生じませんでしたが、障がいのある職員の定年退職等により令和

６年度には、法定雇用率を大きく下回ることが予想されております。 

併せて、法定雇用率は平成３０年４月１日から２．５％に引き上げられ、令

和３年４月までにさらに０．１％引き上がることが決定しており、今後も引き

上がることが予想されます。 

本町での近年の各職種の募集状況を見ても、現状の雇用率を維持することも

困難な状況にあります。 

 

  令和２年度以降の実雇用率推移（予想）     ※各年度６月１日を想定 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

２．７５％ ２．７３％ ２．６５％ ２．６８％ １．７９％ 
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Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた取組 

 

 

 

【施策体系】 

                      

１ 推進体制の整備 

 （１）担当職員の設置 ア 「障害者雇用推進者」の設置 

（２）庁内検討会議の設置等 ア 「障がい者の活躍推進に関する 

庁内検討会議」の設置等 

（３）相談先の確保等 ア 庁内相談窓口の設置 

イ 国等の機関における相談窓口の 

活用 

（４）障がい理解の促進 

 

ア 管理監督者向け研修の実施 

イ 職員理解の促進 

２ 職務の選定・創出 ア 管理監督者との面談の実施 

３ 職場環境の整備 ア 施設の整備 

イ 就労支援機器等の整備 

ウ 管理監督者との面談の実施 

４ 職員の採用・育成 

 （１）障がい者採用の取組 

 

ア 募集案内時の対応 

イ 採用選考時の対応 

（２）キャリア形成に向けた取組 ア 研修を通じた能力向上 

イ 研修受講にあたっての配慮 

（３）多様で柔軟な働き方の推進 ア 年次休暇等の取得推進 

５ 優先調達等 ア 障がい者就労施設等への発注等 
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１ 推進体制の整備 

 

■基本的な考え方 

 

  障がい者の活躍推進に向けた取組を持続的・継続的に進めていくためには、

推進体制をしっかりと整備し、計画策定から取組の推進・見直しについて、

PDCA（（計画（Plan）・実行（Do）・評価（Check）・改善（Action））のサイク

ルを確立する必要があります。 

  また、障がいのある職員や職場の管理監督者等が相談できる体制を整えると

ともに、全ての職員が障がいへの理解を深めていくことが重要です。 

 

 ■取組内容 

 

（１）担当職員の設置 

  ア 「障害者雇用推進者」の設置 

    内部の責任体制の確立及び厚生労働省との連絡窓口の明確にするため、 

障害者雇用推進者として、総務課長を選任します。 

 

（２）庁内検討会議の設置等 

  ア 「障がい者の活躍推進に関する庁内検討会議」の設置等 

    各部局の課長で構成する「障がい者の活躍推進に関する庁内検討会議」

を設置し、毎年度、取組状況を把握・検証します。 

   会議には、必要に応じて障がいのある職員の参画を求めます。 

  

（３）相談先の確保等 

  ア 庁内相談窓口の設置 

    障がいのある職員や、職場で支援にあたる管理監督者等が相談できる窓

口を総務課に設置します。相談者の意向等を踏まえ、必要に応じて、産業

医とも連携を図ります。 

  イ 国等の機関における相談窓口の活用 

    北海道労働局に設置されている「職場適応支援者」による相談窓口等に

ついても、職員に周知し活用を促進します。 

 

（４）障がい理解の促進 

  ア 管理監督者向け研修の実施 

    管理監督者等を対象に、具体的な事例等を盛り込んだ、障がい理解に係

る研修を実施します。 
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イ 職員理解の促進 

    「精神・発達障害者しごとサポート養成講座（e－ラーニング版。厚生

労働省）」等を周知・活用し、障がいに係る基礎知識や必要な配慮等に関

する職員理解の促進を図ります。 

 

２ 職務の選定・創出 

 

■基本的な考え方 

 

  障がいのある職員の活躍を推進していくためには、職員一人ひとりの障がい 

特性や能力、希望等を十分把握し、総合的に検討して業務との適切なマッチン 

グを図っていくことが重要です。 

  

 ■取組内容 

 

  ア 管理監督者との面談の実施 

所属の管理監督者による面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい 

特性や能力、希望等を把握し、業務との適切なマッチングを推進します。 

 

３ 職場環境の整備 

 

■基本的な考え方 

 

  障がいのある職員が安心して働ける環境を整え、能力・意欲を最大限発揮し

ていくためには、施設や就労支援機器等の整備のほか、管理監督者による障が

い特性等の把握を通じた合理的配慮の提供を行う必要があります。 

 

 ■取組内容 

 

  ア 施設の整備 

    障がい特性に配慮し、多目的トイレ、スロープ、休憩室等の施設を整備

します。 

  イ 就労支援機器等の整備 

    障がい特性に配慮した就労支援機器等の整備をします。 

  ウ 管理監督者との面談の実施 

    管理監督者による面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい特性や

能力、希望等を把握し、働きやすい環境の整備に向けて、合理的配慮の提

供を行います。 
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４ 職員の採用・育成 

 

■基本的な考え方 

 

  職員の採用等を行うにあたっては、厚生労働省が示している「障害者差別禁

止指針」及び「合理的配慮指針」等を十分に踏まえて対応します。 

  また、採用した後も、各種研修等を通じて、計画的にキャリア形成を図って

いくことが重要です。 

 

 ■取組内容 

 

（１）障がい者採用の取組 

  ア 募集案内時の対応 

    職員採用に関する募集案内等を掲載する場合には、障がい者が必要な情

報が得られるよう対応するとともに、以下のような不適切な取扱いは行い

ません。 
 

   ・特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定すること。 

   ・「自力で通勤できること」、「介助者なしで業務が遂行できること」、「就

労支援機関に所属・登録しており。雇用期間中支援が受けられること」

といった条件を付すること。 

   ・特定の就労支援施設からの受入れに限定すること。 

 

  イ 採用選考時の対応 

    拡大印刷や筆談等による対応など、採用選考の実施にあたり、必要な配

慮を行います。 

   

（２）キャリア形成に向けた取組 

  ア 研修を通じた能力向上 

    専門機関の研修等を通じて、実務能力や専門性の向上を図ります。 

  イ 研修受講にあたっての配慮 

    研修受講に当たり必要な配慮を行います。 

 

（３）多様で柔軟な働き方の推進 

  ア 年次休暇等の取得推進 

    ワーク・ライフ・バランスの実現を図るため、年次休暇等の取得を促進

します。 
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５ 優先調達等 

 

■基本的な考え方 

 

  国等による障害者就労施設等から物品等の調達の推進等に関する法律（以下

「優先調達推進法」という。）等を踏まえ、本町で直接雇用するだけでなく、

企業等における障がい者の活躍の場の拡大に向けた取組を推進することが重要

です。 

 

 ■取組内容 

  

  ア 障がい者就労施設等への発注等 

    優先調達推進法に基づく障がい者就労施設等への発注を通じ、障がい者

の活躍の場の拡大を推進します。 
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Ⅳ 数値目標 

 

定年退職等により計画期間内に法定雇用率を下回ることが予想されることから、

令和６年６月１日までに町長、教育委員会、議会、農業委員会、選挙管理委員会、

監査委員部局で合算して、次の雇用率を達成するべく目標値と設定します。 

 

 

項目 現状 目標（期限） 

障害者雇用率 
２．７１％ 

（令和元年６月１日） 

２．６％ 

（令和６年６月１日） 

 

 

 

 ■目標数値に対する達成度の評価方法 

  毎年の任免状況通報により把握・進捗管理を行います。 


